
厚木市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例の概要 
 

１ 改正理由 

本条例は、建築基準法第 68 条の２第１項の規定に基づき、地区計画の区域のうち地

区整備計画が定められている区域内における建築物の敷地、構造及び用途に関する制

限を定めています。 

厚木都市計画地区計画の変更（令和４年６月 23 日）に伴い、都市計画の内容を条例

に反映させるため該当する条文を改正するものです。 

 

２ 改正内容 

厚木都市計画地区計画のうち、「南部産業拠点（酒井地区）地区計画」の地区整備計

画が追加され、建築物等に関する事項が定められることに伴う措置 

  ・南部産業拠点（酒井地区）地区において、建築基準法施行令第 136 条の２の５第

１項の規定に基づき、建築物の用途の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の

建蔽率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限及び建築物の

高さの最高限度を規定 

※ 建築物の制限については別紙を参照 

 

３ 条例改正のスケジュール 

（１）令和４年厚木市議会第４回会議（９月定例会議）に提案 

（２）令和４年 10 月公布、施行 

 

４ 周知について 

（１）市ホームページへの掲載 

（２）関係団体への書面による周知 

（３）窓口でのチラシ配布 

資料１ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

Ａ－１ Ａ－２ Ａ－３ Ａ－４ Ａ－５

面積 約 14.0ha 約 0.8ha 約 7.9ha 約 0.4ha 約 0.6ha 約 0.9ha 約 3.0ha 

建築物の
用途の制限 
 
【建築可能なもの】
   （概要）

 
・店舗  （500 ㎡以下)

・事務所 (2 階以下

 かつ 1500 ㎡以下)

・診療所
・保育所

 （主に地区内で就業 
  する方用）

・郵便局等 公益上
必要な建築物
・自家用倉庫

 （1,500 ㎡以下）

・畜舎 （15 ㎡以下） 
・パン屋等食品製
 造業を営む工場
・危険物の貯蔵施設
  等（準住居地域程度） 
・附属建築物

 

 
・住宅

・兼用住宅
 （事務所、喫茶店、

   理髪店等）

・診療所

・農産物直売所、
 農家レストラン
 等（500 ㎡以下） 
・郵便局等公益上

必要な建築物
・自家用倉庫
 （農産物等の貯蔵）

・附属建築物

 

建築物の
容積率 ・ 建ぺい率の
最高限度

100％ ・ 50％
※角地緩和あり
（建ぺい率 60％）

建築物の敷地面積の

最低限度
5,000 ㎡

壁面の位置の制限 

 
 

建築物の高さの

最高限度
道路斜線制限

あり

道路・北側 
斜線制限あり 10ｍ以下

・建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、右の図に示す壁面の位置の制限を超えて建築してはならない。

なし （建築基準法による制限あり）

 

地区の区分 
産業系地区Ａ

産業系地区Ｂ 非産業系地区 

なし （用途地域における制限あり 200％・60％）

なし

 建築物の制限に関する改正条例の概要について  

〇概要図 

※以下の工場は建築不可 

・火薬類・可燃性ガス等を製造す

る工場 

 

※以下の工場は建築不可 

・火薬類等を製造する工場のほか、アスファルト

の精製や金属の溶融等を目的とした工場 

【 共 通 】 

・事務所     ・保育所（主に地区内で就業する方用） 

・郵便局等公益上必要な建築物 

・倉庫       ・工場（※を除く） 

・危険物の貯蔵施設等（準工業地域程度）     ・畜舎（15 ㎡以下） など 

・併設店舗 
（1,500 ㎡以下） 

・併設店舗 
（500 ㎡以下） 

・店舗 
（1,500 ㎡以下） 

・店舗 
（1,500 ㎡以下） 

・店舗 
（500 ㎡以下） 
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・診療所 ・診療所（主に地区内で就業する方用） 

地区計画の区域

産業系地区Ａ（工業地域）

産業系地区Ｂ（工業地域）

非産業系地区（準工業地域）

地区施設（公園）

地区施設（区画道路）

都市計画道路

地区施設以外の区画道路

特殊道路

凡　　例

道路の境界から3.0ｍ以上後退

道路等の境界から1.0ｍ以上後退

壁面の位置の制限

別紙 


